
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



　資料番号
ページ
番号

　資料１ 1

　資料２ 3

　資料３ 5

　資料４ 7

　資料５ 11

　　議案第１号　神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する
　　　　　　　　条例の一部を改正する条例について

平成３１年神奈川県後期高齢者医療広域連合議会

第１回定例会説明資料　目次

　　議案第５号　平成31年度神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医
　　　　　　　　療特別会計予算について

　　議案第２号　平成30年度神奈川県後期高齢者医療広域連合一般会計補正
　　　　　　　　予算（第２号）について

　　議案第３号　平成30年度神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医
　　　　　　　　療特別会計補正予算（第１号）について

　　議案第４号　平成31年度神奈川県後期高齢者医療広域連合一般会計予算
　　　　　　　　について





 

神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の 

一部を改正する条例について  
 

１ 改正の概要 

  国において低所得者に対する保険料軽減特例措置の見直し及び保険料軽減措置の範囲の 

一部拡大に伴い高齢者の医療の確保に関する法律施行令の一部改正が行われるため、条例 

の一部改正を行います。 

 

２ 主な改正点 

（１）保険料軽減特例措置（均等割額）の見直し 

ア 現行の９割軽減は、平成 31 年度は通年で８割軽減とする。 

低所得者に対する介護保険料軽減の拡充や、年金生活者支援給付金等の支給とあわ    

せて特例を廃止し、平成 31 年 10 月から本則の７割軽減となりますが、半年分９割・      

半年分７割のため通年で８割軽減とし、平成 32年度から７割軽減となります。 
 
イ 現行の 8.5 割軽減は、平成 31年度は現行のままとする。 

  年金生活者支援給付金等の支給がないため、激変緩和として特例の廃止を１年間猶 

予し、平成 31 年度は 8.5 割軽減を継続し、平成 32 年度は 10 月から本則の７割軽減

となりますが、半年分 8.5 割・半年分７割のため通年で 7.75 割軽減とし、平成 33

年度から７割軽減となります。 

【現行】 【改正案】 

世帯の総所得金額等の基準 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

33万円以下の世帯のうち被保
険者全員が年金収入 80 万円
以下（他の各種所得なし） 

９割 ８割 ７割（本則） 

33 万円以下 
（上記の場合を除く） 

8.5 割 8.5 割 7.75 割 

 

（２）保険料軽減措置（均等割額）の範囲の一部拡大 

 ５割軽減及び２割軽減の対象となる所得基準額を引き上げます。 
 

 【現行】世帯の総所得金額等の基準 【改正案】世帯の総所得金額等の基準

５割軽減 
33 万円＋（27.5 万円×当該世帯に
属する被保険者の数）以下 

33 万円＋（28 万円×当該世帯に属
する被保険者の数）以下 

２割軽減 
33 万円＋（50 万円×当該世帯に属
する被保険者の数）以下 

33 万円＋（51 万円×当該世帯に属
する被保険者の数）以下 

 

３ 施行日 平成 31 年４月１日 

 

４ 対象者数（平成 30年９月末時点） 

被保険者計 ９割軽減 8.5 割軽減 ５割軽減 ２割軽減 

1,089,897 人 213,309 人(19.6%) 149,377 人(13.7%) 73,994 人(6.8%) 113,534 人(10.4%)
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平成 30 年度神奈川県後期高齢者医療広域連合 

一般会計補正予算(第２号)について 

 

１ 補正予算額 

1 億 7,367 万 7 千円を増額し、予算総額を 40 億 3,456 万 8 千円とします。 

  

２ 補正予算の内容 

（１）歳入 

〇 民生費国庫補助金 

「高齢者医療制度円滑運営事業費補助金(ｼｽﾃﾑ改修分)」の交付決定:4,878 万 3 千円の増 

「後発医薬品使用促進事業負担金」の財源振替:194 万 9 千円の減 

〇 繰越金 

平成 29 年度からの繰越額の確定:1 億 2,489 万 4 千円の増 

〇 民生費県負担金 

「後発医薬品使用促進事業負担金」の財源振替:194 万 9 千円の増 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）歳出 

  〇 一般管理費 

平成 29 年度国庫補助金の精算に伴う国への償還金:1,893 万円の増 

〇 財政調整基金費  

平成 29 年度繰越額の確定等に伴う基金への積立金:1 億 5,474 万 7 千円の増 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 現計予算額 補正額 補正後の額

民生費国庫補助金 393,161 46,834 439,995

繰越金 345,531 124,894 470,425

民生費県負担金 0 1,949 1,949

3,860,891 173,677 4,034,568

款・項

2.国庫支出金

　 1.国庫補助金

7.県支出金

　 1.県負担金

歳入合計

5.繰越金
　 1.繰越金

  　　（単位：千円）＜歳入予算補正＞

目 現計予算額 補正額 補正後の額

一般管理費 3,502,737 18,930 3,521,667

財政調整基金費 306 154,747 155,053

3,860,891 173,677 4,034,568

  　　（単位：千円）

歳出合計

款・項

2.総務費

 　1.総務管理費

2.総務費
 　1.総務管理費

＜歳出予算補正＞

3

議案第２号

資料２



 

4



平成 30 年度神奈川県後期高齢者医療広域連合 

後期高齢者医療特別会計補正予算(第１号)について 

 

１ 補正予算額 

 114 億 9,392 万 4 千円を増額し、予算総額を 8,986 億 3,671 万 9 千円とします。 

 

２ 補正予算の内容 

（１）歳入 

○ 市町村負担金 

療養給付費負担金の平成 29 年度精算分：29 億 218 万 1 千円の減 

○ 繰越金 

 平成 29 年度からの繰越額の確定：143 億 9,610 万 5 千円の増 

 

＜歳入予算補正＞                              （単位：千円）

款 項 現計予算額 補正額 補正後の額 

1.市町村支出金 1.市町村負担金 177,010,572 ▲2,902,181 174,108,391

8.繰越金 1.繰越金 6,000,000 14,396,105 20,396,105

歳入合計 887,142,795 11,493,924 898,636,719

 

（２）歳出 

○ 基金積立金 

平成 29 年度繰越額の確定に伴う基金への積立金：68 億 5,765 万 8 千円の増 

○ 償還金及び還付加算金 

  平成 29 年度国庫負担金等の精算に伴う国への償還金：46 億 3,626 万 6 千円の増 

 

＜歳出予算補正＞                             （単位：千円）

款 項 現計予算額 補正額 補正後の額 

4.基金積立金 1.基金積立金 244 6,857,658 6,857,902

6.諸支出金 
1.償還金及び還

付加算金 
10,206,100 4,636,266 14,842,366

歳出合計 887,142,795 11,493,924 898,636,719
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【参考】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

＜平成 29 年度に交付を受けた国庫負担金等の返還の内訳（見込み）＞（単位：千円）

項 目 金 額 

療養給付費国庫負担金 13,239,508

財政調整交付金 36,976

事業費補助金（歯科健康診査事業） 1,210

円滑運営臨時特例交付金 167,233

災害時臨時特例補助金 292

支払基金交付金 1,169,880

合 計 14,615,099
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平成 31年度神奈川県後期高齢者医療広域連合 

一般会計予算について 
 

 

１ 予算案の全体概要 

平成 31 年度予算総額は、被保険者証の一斉更新がないことや標準システムサーバー

機器更改が終了することなどにより、対前年度比 5 億 7,011 万 8 千円減額（▲16.2％）

の 29 億 4,524 万 3 千円となっています。 

 

２ 歳入について 

（１）総括表  

                           （単位：千円）

項 目 平成 31 年度 平成 30 年度 増減額  (率) 

分担金及び負担金 2,525,468 2,485,848  39,620 (1.6％)

国庫支出金 419,747 393,161 26,586 (6.8％)

繰入金 0 635,945 ▲635,945 (▲100.0％)

その他の歳入     28 407 ▲379 (▲93.1％)

歳入合計 2,945,243 3,515,361 ▲570,118 (▲16.2％)

 

 

（２）主な増減要因 

○ 分担金及び負担金：県内市町村からの共通経費負担金      39,620 千円 

被保険者の増加等に伴う事業費の増                  

○ 国庫支出金：国からの補助金や交付金            26,586 千円 

    保険者インセンティブ対象事業の拡充等による増        

○ 繰入金：財政調整基金からの繰入金            ▲635,945 千円 

    被保険者証一斉更新・システムの機器更改がないことによる減      
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３ 歳出について 

（１）総括表 

                                                              （単位：千円）

項  目（事業名） 平成 31 年度 平成 30 年度  増減額  (率) 

議会費 1,299   1,913 ▲614 (▲32.1％)

総務費 2,933,944 3,503,448 ▲569,504 (▲16.3％)

 

高齢者医療管理費 334,259 315,908 18,351 (5.8％)

資格管理事業費 113,033 519,311 ▲406,278 (▲78.2％)

医療費適正化事業費 573,789 537,015 36,774 (6.8％)

電算システム関係費 916,598 1,351,849 ▲435,251 (▲32.2％)

財政調整基金費 203,025 306 202,719 (66,248.0％)

その他の総務費 793,240 779,059 14,181 (1.8％)

予備費 10,000 10,000 0 (-)

歳出合計 2,945,243 3,515,361 ▲570,118 (▲16.2％)

※事業別一覧は別紙のとおり。 

 

（２）主な増減要因 

○高齢者医療管理費                     18,351 千円 

   市町村補助金（ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ対象事業分）拡充に伴う増        

○資格管理事業費                     ▲406,278 千円 

   被保険者証一斉更新がないことに伴う減            

○医療費適正化事業費                                        36,774 千円 

診療報酬明細書点検業務の拡充等に伴う増             

○電算システム関係費                                    ▲ 435,251 千円 

標準システムサーバー機器類更改終了に伴う減            

○財政調整基金費                                           202,719 千円 

平成 32 年度被保険者証一斉更新に係る積立金の増         

 

４ 基金の状況                                          

  （単位：千円）

 
平成 30 年度末 
残高(見込) 取崩予定額 積立予定額 

平成 31 年度末 
残高(見込) 

財政調整基金 318,997 0 203,025 522,022

保健事業等支援基金 345,530 0 7 345,537
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平成 31 年度神奈川県後期高齢者医療広域連合 

後期高齢者医療特別会計予算について 

 

１ 予算案の全体概要 

財政運営期間の２年目となる平成 31 年度予算総額は、被保険者数の増加等により、30 年

度当初予算額に比べて 408 億 6,107 万 2 千円（4.6％）増の 9,280 億 386 万 7 千円となってい

ます。 

 

２ 歳入について 

（１）総括表 

                                                               （単位：千円）

項 目 平成 31 年度 平成 30 年度 増減額  (率) 

市町村支出金 184,955,154 177,010,572 7,944,582    (4.5％) 

 

保険料納付金（現年度分） 101,364,566 96,901,016 4,463,550   （4.6％）

基盤安定拠出金 14,339,574 13,999,330 340,244   （2.4％）

療養給付費負担金 

（定率負担金） 
68,843,403 65,721,010 3,122,393   （4.8％）

その他市町村支出金 407,611 389,216 18,395   （4.7％）

国庫支出金 258,884,939 247,671,416 11,213,523  （4.5％）

県支出金 74,088,731 71,836,659 2,252,072  （3.1％）

支払基金交付金 394,051,007 376,973,779 17,077,228  （4.5％）

繰入金 4,559,680 6,476,168 ▲1,916,488（▲29.6％）

その他の歳入 11,464,356 7,174,201 4,290,155  （59.8％）

歳入合計 928,003,867 887,142,795 40,861,072   （4.6％）

 

（２）主な増減要因 

○ 保険料納付金（現年度分）                   4,463,550 千円 

被保険者数の増加等による増                  

（うち保険料軽減特例の見直し分 881,686 千円） 

保険料予定収納率：99.36％ 

  ○ 基盤安定拠出金                                                340,244 千円 

    被保険者数の増加等による増                                  

    （うち被扶養者軽減特例の見直し分 ▲124,550 千円） 

  ○ 療養給付費負担金（定率負担金）                               3,122,393 千円 

    被保険者数の増加等による増                                

○ 国庫支出金：療養給付費等の国庫負担金、財政調整交付金等の国庫補助金       11,213,523 千円 

医療給付費の増額に伴う増                    

  ○ 県支出金：療養給付費等の県費負担金                           2,252,072 千円 

医療給付費の増額に伴う増                    

○ 支払基金交付金：現役世代からの支援金                        17,077,228 千円 

医療給付費の増額に伴う増                    

○ 繰入金：支払準備基金からの繰入金                           ▲1,916,488 千円 

繰入金の減少に伴う減                     

  ○ その他の歳入                                                 4,290,155 千円 

繰越金の増額等に伴う増                    
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３ 歳出について 

（１）総括表 

                                                              （単位：千円）

項 目 平成 31 年度 平成 30 年度 増減額  (率) 

保険給付費 913,979,872 873,445,797 40,534,075 （4.6％）

 療養給付費等 908,704,598 868,385,311 40,319,287 （4.6％）

 審査支払手数料 2,326,374 2,219,586 106,788 （4.8％）

 葬祭費 2,948,900 2,840,900 108,000 （3.8％）

保健事業費 3,269,849 3,038,185 231,664  （7.6％）

基金積立金 262 244 18  （7.4％）

諸支出金 10,204,078 10,206,100 ▲2,022（▲0.1％）

その他の歳出 549,806 452,469 97,337 （21.5％）

歳出合計 928,003,867 887,142,795 40,861,072  （4.6％）

 

（２）主な増減要因 

○ 療養給付費等                                              40,319,287 千円 

被保険者数の増加等による増                 

○ 保健事業費：健康診査事業・歯科健康診査事業に係る経費         231,664 千円 

受診見込者の増加等による増                   

○ その他の歳出                                                  97,337 千円 

特別高額医療共同事業拠出金の増加等による増            

 

〔参考〕 

＜平均被保険者数の推移＞                         （単位：人）     

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度

平均被保険者数 904,326 945,361 993,631 1,042,225 1,095,264 1,136,909

対前年度比 3.6% 4.5% 5.1% 4.8% 5.0% 3.8%

 

＜１人あたり医療費の推移＞                        （単位：円）     

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度

１人あたり医療費 865,163 878,233 862,141 871,013 865,562 871,621

対前年度比 0.1% 1.5% ▲ 1.8% 1.0% ▲ 0.6% 0.7%

※平均被保険者数及び 1 人あたり医療費とも、平成 26～29 年度は実績値。平成 30、31 年度は見込み。 

 

４ 基金の状況 

                                          （単位：千円） 

 
平成 30 年度末残高 

(見込) 
取崩予定額 積立予定額 

平成 31 年度末残高

(見込) 

療養給付費等支

払準備基金 
12,584,124 4,559,679 262 8,024,707
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